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研究成果の概要（和文）：本研究では現在の制度や施策の実態と効果を検証し、非正規雇用者や女性等の多様な労働者
が働きやすい新しい雇用システム実現のために必要な施策を検討した。①多様な労働者の職業能力開発についての分析
、②最低賃金の影響についての分析、③公共職業訓練の効果についての分析を主に実施し、企業内訓練に関する情報の
非対称性の解消、職業能力評価システムやキャリアカウンセリングの普及の必要性が示唆された。また、最低賃金引上
げは人的資本形成に負の影響を与え、低スキル労働者と高スキル労働者間のスキル形成機会の格差を拡大させる恐れの
あることから、最賃引上げの際には格差拡大を防ぐための対応も必要であることが示された。

研究成果の概要（英文）：This study examines the current state of skill development of Japanese workers, 
including female and non-regular workers, and the effect of labor market policies on skill development. 
We discuss measures that may be effective in both promoting skill development and improving employment 
opportunities. This study consists of three analyses: 1) analysis of skill development of Japanese 
workers, 2) analysis of the effects of minimum wage increases, and 3) analysis of the effectiveness of 
Japanese public training programs. Our results suggest that the resolution of information asymmetry in 
terms of firm-provided training and the prevalence of vocational evaluation and career counseling could 
improve Japanese workers’ skill development. Additionally, we show that an increase in the minimum wage 
will increase the skill formation opportunity gap between low-skilled and high-skilled workers; 
therefore, introducing measures to decrease the gap could be required when the minimum wage increases.

研究分野：労働経済学

キーワード： 職業能力開発　人的資本　教育訓練　自己啓発　賃金　正社員転換　最低賃金　公共職業訓練
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１．研究開始当初の背景 

従来、日本の労働市場は正社員中心型であ

ったことから、女性や若年層、非正規労働者

等の労働者は就業に関して不利な立場にお

かれてきた。労働力人口の減少が始まってい

ることを踏まえると、こうした多様な労働者

が働きやすい雇用システムを再構築するこ

とが将来的に必要になると考えられる。この

ような社会・経済状況を背景に、本研究を実

施した。 

 

２．研究の目的 

労働力人口が減少している中で経済成長

を維持するためには、質の高い労働者を確保

していくことが喫緊の課題である。そのため

には、第一に、求職中の失業者、とくに若年

失業者を生産システムのなかに取り込んで

いく仕組みを整えることが、そして第二に、

既存の労働力の質の向上が必要である。そし

て、従来の日本の労働市場はフルタイム・無

期雇用の正社員を中心としたものであった。

しかし労働力人口の減少に直面している現

在、このような市場の在り方は限界を迎え、

新たに労働者を活用できる仕組みを考えて

いく必要がでてきている。 

そこで、本研究では、職業能力開発に着目

し、非正規雇用者や女性等の多様な労働者の

活用が十分に行うことができる環境を整備

するための検討資料を提供することを研究

目的として実施した。彼らの職業能力開発の

実態を明らかにするとともに、彼らの就業を

促進・支援するために現在すでに導入されて

いる施策や制度に効果・影響があるのかを明

らかにし、多様な労働者が働きやすい新しい

雇用システムを実現するためには何が必要

かを検討した。 

 

３．研究の方法 

本研究の研究方法は、ミクロデータを使っ

た計量経済学に基づいた実証分析である。実

施した研究・分析は主に以下の 3 つである。

第 1に、サブテーマとして立てた女性の能力

開発の実態についての研究では、多様な労働

者の職業能力開発の実態を明らかにするた

めの分析を行った（以下、多様な労働者の職

業能力開発についての分析）。第 2 に、既存

の政策が女性労働者の職業能力開発に耐え

る影響を明らかにするために、最低賃金の引

上げが若年・女性・非正規雇用者の能力開発

に及ぼす影響についての分析を実施した（以

下、最低賃金の影響についての分析）。第 3

に、求職中の失業者つまり離職者の再就職を

促進するための施策として、日本では公共職

業訓練プログラムが提供されているが、効果

があるのかを検証するために、公共職業訓練

の効果についての分析を実施した（以下、公

共職業訓練の効果についての分析）。 

 

４．研究成果 

 (1) 多様な労働者の職業能力開発につい

ての分析 

女性労働者や非正規雇用者は、職業能力開

発の機会が少ないことが知られている。本分

析では、彼らの職業能力開発の実態を、その

他の労働者、すなわち正社員や男性労働者と

の比較を通じて行った。主な研究成果は以下

のとおりである。 

第 1に、近年、我が国の人的資本投資が全

体的に減少している様子が浮かび上がって

きた。つまり、計量分析から、2000 年代以降、

特にリーマンショックが起きた 2008 年以降

に、雇用者全体の訓練受講確率が下がったこ

とが明らかにされた。2000 年代に企業内訓練

を受講できる雇用者の割合が減ったことは、

訓練機会の少ない非正規雇用者の増大が原

因の 1つであることが示唆されるが、2008 年

以降は非正社員だけでなく正社員も、Off-JT

を受講した人の割合が 10 ポイント近く低下

したことが明らかにされた。同時に、訓練を

受講した従業員一人あたりの訓練費用も低



下した。この結果から、実際に訓練を受けら

れる労働者の割合や一人当たりの訓練費用

は減っていると考えられる。そして、この傾

向は、正社員と非正社員ともにみられること

から、正社員というこれまで企業内訓練を受

けられていた労働者のなかからも受けられ

ない人が出てきていると考えられる。 

そして、自己啓発に目を向けると、正社

員・非正社員ともに職場以外で自身で行う自

己啓発を実施している人の割合も減ってい

る。すなわち、2000 年以降、日本の労働者の

職業能力開発の機会は、企業主体に行われる

ものも、そして個人主体で行われるものも、

ともに減っていることが明らかにされた。 

日本の労働者の職業能力開発機会が全体

的に少なくなっていることが示されたが、第

2 に、1970 年代前半から 2000 年代前半とい

う過去約 30 年の間に、日本の雇用者のなか

で誰が職業能力開発の機会に恵まれていた

のか、裏返せば職業能力開発の機会の少ない

労働者の属性を明らかにした。まず、企業内

訓練に関しての主なファクトファインディ

ングは、以下の①～④のとおりである。 

①雇用者の Off-JT 受講機会は、勤務先の規

模と相関していることが示された。すなわち、

規模の大きい企業に勤めている人ほど

Off-JT を受講できる確率が高い。大企業のほ

うが経営資源や人的資源が豊富であること、

内部労働市場がより発達していることなど

が理由として考えられる。 

②学歴も雇用者の Off-JT 受講機会と相関し

ていることが示された。中卒者、高卒者より

も、大卒者、大学院卒者といった高等教育を

受けた人のほうが、職場での訓練機会にも恵

まれてきたのである。高学歴者のほうが学校

教育においてより高い知識を身につけてい

るため、トレーナビリティが高まり、訓練の

機会を与えられやすかったと考えられる。 

③女性よりも男性のほうが Off-JT の受講機

会に恵まれていたことが明らかにされた。経

営戦略や人材育成方針等の観察することは

できない事業所に固有な属性をコントロー

ルしても、さらには HRM 制度を数多く導入し

ている事業所にサンプルを限って固定効果

分析を行っても、男性ダミー変数は統計的に

有意にプラスの係数が残された。つまり、日

本では、女性の企業内訓練の機会が少ないこ

とが明らかにされた。女性のほうが Off-JT

の受講機会が少ないことは、労働供給側と労

働需要側の両方からの説明が可能である。労

働需要側からの説明として、労働市場におけ

る差別が考えられ、また、労働供給側からの

説明として、女性の自己選択的行動が考えら

れる。 

④企業規模、学歴や性別といった訓練の受講

に影響を与える要因をコントロールしても、

非正規雇用者はOff-JTの受講機会が少なく、

正社員と非正規雇用者の間には訓練機会格

差があったことが確認された。 

職業能力開発を行いたくても職場で機会

が与えられない雇用者にとって、自己啓発の

実施が残された手段となるが、第 3に、自己

啓発の実施機会の高い労働者の属性を明ら

かにした。大きな傾向として、企業内訓練の

機会が少ない人は自己啓発の実施も少ない

ことが示されている。 

まず、非正規雇用者は自己啓発の実施確率

も実施時間数も少ない。そして、女性労働者

も自己啓発の実施時間数が少ないことが示

された。さらには、過去3年間に職場でOff-JT

を受けた人の方が、自己啓発実施確率の高い

ことも示されている。つまり、企業内訓練の

機会を職場で与えられた人のほうが、自己啓

発も行っていると考えられる。この結果は、

職業能力開発を行える人と行えない人の間

で格差が拡大していることを示唆するもの

である。 

第 4に、職業能力開発の効果の有無を検証

した。人的資本理論に基づくと、職業能力開

発の実施は、労働者の仕事に関するスキルや



知識を向上させ、生産性を引上げ、賃金が上

昇することが予想される。そこで、企業内訓

練と自己啓発それぞれについて検証したと

ころ、企業内訓練の受講は正社員に関しては

賃金上昇につながるが、非正社員に関しては

賃金への影響はないことが明らかにされた。

しかし、非正社員に関しては、企業内訓練を

受講すると、正社員転換の可能性が高まるこ

とが示された。

しかし

がってはいないことが示された。

業内訓練とは逆に

らくように、個人レベルでは効果的に

行えていない可能性が示唆される。

 

(2) 最低賃金の影響についての分析

 本分析では、

能力や素質等の個人に固有な要因とともに、

経済全体のトレンドと地域に固有なトレン

ドもコントロールして、最低賃金の上昇が労

働者の職業能力開発機会に与える影響を可

能な限り純粋に抽出することを試みた。厚生

労働省『能力開発基本調査』の労働者個票デ

ータから

る情報を抽出し、都道府

チさせたデータを作成して分析を行った。

 教育訓練として、企業内訓練（

OJT）と自己啓発を取上げた。最低賃金の上

昇が上記の教育訓練機会に与える影響につ

いての分析の結果は以下の表

る。中高卒の女性労働者の

は、最低賃金が

に0.7%

そして最低賃金が

確率は

明らかにされた。

この推定値から、中高卒の女性労働者が受

ける影

だろうか。

最低賃金は全国平均で

知識を向上させ、生産性を引上げ、賃金が上

昇することが予想される。そこで、企業内訓

練と自己啓発それぞれについて検証したと

ころ、企業内訓練の受講は正社員に関しては

賃金上昇につながるが、非正社員に関しては

賃金への影響はないことが明らかにされた。

しかし、非正社員に関しては、企業内訓練を

受講すると、正社員転換の可能性が高まるこ

とが示された。 

しかし、自己啓発の実施は賃金上昇につな

がってはいないことが示された。

業内訓練とは逆に

らくように、個人レベルでは効果的に

行えていない可能性が示唆される。

最低賃金の影響についての分析

本分析では、DDD 

能力や素質等の個人に固有な要因とともに、

経済全体のトレンドと地域に固有なトレン

もコントロールして、最低賃金の上昇が労

働者の職業能力開発機会に与える影響を可

能な限り純粋に抽出することを試みた。厚生

労働省『能力開発基本調査』の労働者個票デ

ータから 2007～2010

る情報を抽出し、都道府

チさせたデータを作成して分析を行った。

教育訓練として、企業内訓練（

）と自己啓発を取上げた。最低賃金の上

昇が上記の教育訓練機会に与える影響につ

いての分析の結果は以下の表

る。中高卒の女性労働者の

は、最低賃金が 1

0.7%ポイント低下すること（表

そして最低賃金が

確率は 2.51%低下すること（表

明らかにされた。

この推定値から、中高卒の女性労働者が受

ける影響はどの程度の大きさと推計される

だろうか。2007 年度から

最低賃金は全国平均で

知識を向上させ、生産性を引上げ、賃金が上

昇することが予想される。そこで、企業内訓

練と自己啓発それぞれについて検証したと

ころ、企業内訓練の受講は正社員に関しては

賃金上昇につながるが、非正社員に関しては

賃金への影響はないことが明らかにされた。

しかし、非正社員に関しては、企業内訓練を

受講すると、正社員転換の可能性が高まるこ

 

、自己啓発の実施は賃金上昇につな

がってはいないことが示された。

業内訓練とは逆に職業生活にプラスにはた

らくように、個人レベルでは効果的に

行えていない可能性が示唆される。

最低賃金の影響についての分析

DDD 法という推定手法を用い、

能力や素質等の個人に固有な要因とともに、

経済全体のトレンドと地域に固有なトレン

もコントロールして、最低賃金の上昇が労

働者の職業能力開発機会に与える影響を可

能な限り純粋に抽出することを試みた。厚生

労働省『能力開発基本調査』の労働者個票デ

2010 年度の教育訓練に関す

る情報を抽出し、都道府県別最低賃金をマッ

チさせたデータを作成して分析を行った。

教育訓練として、企業内訓練（

）と自己啓発を取上げた。最低賃金の上

昇が上記の教育訓練機会に与える影響につ

いての分析の結果は以下の表

る。中高卒の女性労働者の Off

1 円上昇すると統計的に有意

ポイント低下すること（表

そして最低賃金が 1%上昇すると

低下すること（表

明らかにされた。 

この推定値から、中高卒の女性労働者が受

響はどの程度の大きさと推計される

年度から 2008

最低賃金は全国平均で 11.7 円上昇した

知識を向上させ、生産性を引上げ、賃金が上

昇することが予想される。そこで、企業内訓

練と自己啓発それぞれについて検証したと

ころ、企業内訓練の受講は正社員に関しては

賃金上昇につながるが、非正社員に関しては

賃金への影響はないことが明らかにされた。

しかし、非正社員に関しては、企業内訓練を

受講すると、正社員転換の可能性が高まるこ

、自己啓発の実施は賃金上昇につな

がってはいないことが示された。つまり、

職業生活にプラスにはた

らくように、個人レベルでは効果的に訓練

行えていない可能性が示唆される。 

最低賃金の影響についての分析 

法という推定手法を用い、

能力や素質等の個人に固有な要因とともに、

経済全体のトレンドと地域に固有なトレン

もコントロールして、最低賃金の上昇が労

働者の職業能力開発機会に与える影響を可

能な限り純粋に抽出することを試みた。厚生

労働省『能力開発基本調査』の労働者個票デ

年度の教育訓練に関す

県別最低賃金をマッ

チさせたデータを作成して分析を行った。

教育訓練として、企業内訓練（Off-JT と

）と自己啓発を取上げた。最低賃金の上

昇が上記の教育訓練機会に与える影響につ

いての分析の結果は以下の表1のとおりであ

Off-JT 受講確率

円上昇すると統計的に有意

ポイント低下すること（表1・(1)列）、

上昇すると Off-JT 受講

低下すること（表 1・(2)列）が

この推定値から、中高卒の女性労働者が受

響はどの程度の大きさと推計される

2008 年度にかけて

円上昇した(*)

知識を向上させ、生産性を引上げ、賃金が上

昇することが予想される。そこで、企業内訓

練と自己啓発それぞれについて検証したと

ころ、企業内訓練の受講は正社員に関しては

賃金上昇につながるが、非正社員に関しては

賃金への影響はないことが明らかにされた。

しかし、非正社員に関しては、企業内訓練を

受講すると、正社員転換の可能性が高まるこ

、自己啓発の実施は賃金上昇につな

つまり、企

職業生活にプラスにはた

訓練を

法という推定手法を用い、

能力や素質等の個人に固有な要因とともに、

経済全体のトレンドと地域に固有なトレン

もコントロールして、最低賃金の上昇が労

働者の職業能力開発機会に与える影響を可

能な限り純粋に抽出することを試みた。厚生

労働省『能力開発基本調査』の労働者個票デ

年度の教育訓練に関す

県別最低賃金をマッ

チさせたデータを作成して分析を行った。 

と

）と自己啓発を取上げた。最低賃金の上

昇が上記の教育訓練機会に与える影響につ

のとおりであ

受講確率
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表 1

者の教育訓練に与える影響についての推定

結果

データ：厚生労働省『能力開発基本調査』。

注：

が、表の推定値は中高卒の女性労働者が受ける影

響を示す。

2. プロビット分析の結果である。推定式は

Hara(2015)

上昇したときに何

が変化するのかを、弾力性は最低賃金が

したときに何

かを表す。

3. 括弧内の数値は

***は統計的に

 

その一方で、最低賃金の上昇は

計的に有意な影響を与えないことが示され

た（表

げは自己啓発の実施を統計的に有意に少な

くすることが明らかにされた（表

つまり、Off-JT

低下した（0.7×

性労働者のOff-

ので、試算上 2008

こととなる（34.7 

また、Off-JT

へと結びつくことが先行研究からも明らか

にされているが、その推計結果に基づいて試

算をすると、8.2%

率の低下は 1.2%

がる。 

1 最低賃金の引上げが中高卒の女性労働

者の教育訓練に与える影響についての推定

結果 

データ：厚生労働省『能力開発基本調査』。

注：1. 分析対象は

が、表の推定値は中高卒の女性労働者が受ける影

響を示す。 

プロビット分析の結果である。推定式は

Hara(2015)を参照のこと。係数は最低賃金が

上昇したときに何

が変化するのかを、弾力性は最低賃金が

したときに何%教育訓練の受講確率が変化するの

かを表す。 

括弧内の数値は

は統計的に 1%

その一方で、最低賃金の上昇は

計的に有意な影響を与えないことが示され

た（表 1・(1)列）。しかし、最低賃金の引上

げは自己啓発の実施を統計的に有意に少な

くすることが明らかにされた（表

JT の受講確率が

×11.7）。2007

-JT受講確率は

2008 年度には

34.7 – 8.2）。

JT 受講確率の低下は賃金の低下

へと結びつくことが先行研究からも明らか

にされているが、その推計結果に基づいて試

8.2%ポイントの

1.2%ポイントの賃金低下につな

最低賃金の引上げが中高卒の女性労働

者の教育訓練に与える影響についての推定

データ：厚生労働省『能力開発基本調査』。

分析対象は 50 歳未満の女性労働者である

が、表の推定値は中高卒の女性労働者が受ける影

プロビット分析の結果である。推定式は

を参照のこと。係数は最低賃金が

上昇したときに何%ポイント教育訓練の受講確率

が変化するのかを、弾力性は最低賃金が

教育訓練の受講確率が変化するの

括弧内の数値は clustering standard error

1%有意、**は 5%

その一方で、最低賃金の上昇は

計的に有意な影響を与えないことが示され

列）。しかし、最低賃金の引上

げは自己啓発の実施を統計的に有意に少な

くすることが明らかにされた（表

の受講確率が 8.2%ポイント

2007 年度の中高卒女

受講確率は34.7%であった

年度には 26.5%に低下した

）。 

受講確率の低下は賃金の低下

へと結びつくことが先行研究からも明らか

にされているが、その推計結果に基づいて試

の Off-JT 受講確

ポイントの賃金低下につな

最低賃金の引上げが中高卒の女性労働

者の教育訓練に与える影響についての推定

データ：厚生労働省『能力開発基本調査』。 

歳未満の女性労働者である

が、表の推定値は中高卒の女性労働者が受ける影

プロビット分析の結果である。推定式は

を参照のこと。係数は最低賃金が

ポイント教育訓練の受講確率

が変化するのかを、弾力性は最低賃金が 1%

教育訓練の受講確率が変化するの

clustering standard error

5%有意を表す。

その一方で、最低賃金の上昇は OJT には統

計的に有意な影響を与えないことが示され

列）。しかし、最低賃金の引上

げは自己啓発の実施を統計的に有意に少な

くすることが明らかにされた（表 1・(1)列）。

ポイント

年度の中高卒女

であった

に低下した

受講確率の低下は賃金の低下

へと結びつくことが先行研究からも明らか

にされているが、その推計結果に基づいて試

受講確

ポイントの賃金低下につな

最低賃金の引上げが中高卒の女性労働

者の教育訓練に与える影響についての推定

 

 

歳未満の女性労働者である

が、表の推定値は中高卒の女性労働者が受ける影

を参照のこと。係数は最低賃金が 1円

ポイント教育訓練の受講確率

1%上昇

教育訓練の受講確率が変化するの

clustering standard error、

有意を表す。 

には統

計的に有意な影響を与えないことが示され

列）。しかし、最低賃金の引上

げは自己啓発の実施を統計的に有意に少な

列）。



Off-JT という企業内訓練の機会が低下した

ならば、それを補完するように自身での訓練

機会を確保するように行動することも予想

されるが、実際にはそうではなく、最低賃金

が上昇すると自己啓発の実施も減ることが

示された。 

同じ分析を男性に関しても行ったが、男性

の中高卒労働者の教育訓練の機会はいずれ

も最低賃金の上昇の影響を受けないことも

明らかにされた。 

* 分析の便宜上、分析に用いた年度の定義は実際

の年とは異なる。詳細は Hara, Hiromi (2015) 

“The Effects of Minimum Wage on Training,” 

RIETI Discussion Paper Series, E-075 を参照の

こと。 

 

(3) 公共職業訓練の効果についての分析 

 失業者のための公共職業訓練プログラム

（離職者訓練）が有効なのかを検証するため

に、独自に実施した調査データ「求職活動実

態調査」を使った分析を行った。公共職業訓

練を受講した者（トリートメントグループ）

が、受講しなかった“同様の”人たち（非受

講者、コントロールグループ）とくらべて、

就職確率、正社員就職確率、就職後の賃金が

高いかを検証した。正しく訓練効果を測定す

るためには、適切なコントロールグループの

設定が必要となるが、そのための推定手法と

して、傾向スコアマッチング法を用いて、セ

レクションバイアス問題には最大限の考慮

をした。 

 推定結果は、就職確率、正社員就職確率に

関しては、受講者と非受講者の間に統計的に

有意な違いは見いだせなかった。しかし、訓

練終了から 12 か月後の賃金に関しては、公

共職業訓練の効果がプラスであることが確

認された。調査データのサンプルサイズが小

さいため、正確な推定ではない可能性が残さ

れるが、離職者訓練には一定の効果のあるこ

とが示された。 

(4)以上 3つの分析から導かれる結論 

 以上の分析結果から、多様な労働者の職業

能力開発を促進し、働きやすい環境を整備す

るために何が必要と考えられるかをまとめ

る。まず、企業内訓練に関する情報の非対称

性の解消が必要と考えられる。訓練を受けた

い労働者が、訓練を行う準備のある企業に就

職できるようにするために、両者のマッチン

グを高めることが必要である。ミスマッチを

解消するためには、企業内訓練を積極的に行

っている企業情報を流通させることが必要

であろう。企業内訓練に関する求職者・求人

企業間の情報の非対称性を解消するために

は、どのような教育訓練が行われ、どのよう

な人がどの程度受けているのかといった企

業内訓練の内容についても求人情報のなか

で広く公開される仕組みが必要と考える。さ

らに、訓練を行う企業への支援と、職業能力

評価システムの普及が必要であろう。訓練に

よって高まった能力が外部市場でも評価さ

れ、自身のキャリア・アップにつながるので

あれば、非正規雇用者のように雇用期間の短

い労働者であっても、訓練に一生懸命に取り

組むと自然に考えられる。そして、このよう

な労働者が増え、質の高い労働者を雇える企

業が増えれば、訓練を行うインセンティブを

もつ企業もさらに増えるであろう。また、訓

練成果が評価され、その評価結果が明示され

る仕組みが導入されることで、個々人の意欲

が観察できるようになり、外形的な属性によ

って訓練機会の付与がなされることも少な

くなり、女性労働者の訓練機会も高まるかも

しれない。このように、職業能力開発の成果

が評価され、その評価結果を活用しながらキ

ャリア・アップしていける社会の構築、すな

わち職業能力評価システムの普及が一つの

対策として浮かび上がる。 

 また、最低賃金の引上げは中高卒・女性労

働者の人的資本形成機会にマイナスの影響

を与え、その影響は無視できない大きさであ



るといえる。そもそも中高卒労働者と大卒・

大学院卒の労働者の間には教育訓練の機会

に格差がある。よって、最低賃金の引上げに

は低スキル労働者と高スキル労働者のスキ

ル形成機会の格差を拡大させる恐れのある

ことから、格差拡大を防ぐための対応の必要

性が示唆される。 
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